
川崎市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の 

一部を改正する条例の制定について 

１ 改正条例 

川崎市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例 

２ 条例の趣旨 

川崎市立学校の教育職員の給与その他の勤務条件について特例を定めるもの。

条例第３条において、「教育職員には、その者の給料月額の１００分の４に相当す

る額の教職調整額を支給する」ことが定められている。 

３ 教職調整額とは 

(１) 趣旨 

教員の勤務時間について、教員の自発性、創造性に基づく勤務に期待する面

が大きいこと等から、超過勤務手当制度は教員にはなじまないとされた。その

ため、教員には時間外勤務手当は支給せず、教職調整額を支給することとされ

た。 

(２) 割合の背景 

昭和４１年度に文部省（当時）が実施した勤務状況調査の結果を踏まえて、 

超過勤務時間相当分として給料月額の４％と算定された。 

４ 改正内容 

(１) 地方公務員法の一部改正に伴う規定を整備する。 

(２) 定年引上げに伴って行われる給与の措置に関し、教職調整額の算定方法につ

いての規定を新設する。 
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１ 定年の段階的引上げ 

現行６０歳とする職員の定年を、令和５年４月１日から、２年に１歳ずつ段階的に引き上げ、６

５歳とする。詳細は別紙のとおり。 

２ 管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）の導入 

定年の引上げ後も組織の新陳代謝を確保し、その活力を維持することで公務能率の確保を図るこ

とを目的として、管理監督職に就く職員を原則６０歳で非管理監督職に異動させる。 

特別の事情がある場合に限り、制度趣旨の範囲で例外措置を講ずることができる。 

３ 特定日以後の職員の給与に関する措置 

(1) 職員の給料月額は、当分の間、特定日（職員が６０歳に達した日後における最初の４月１日）

以後、当該職員の給料表の級号給に応じた額に１００分の７０を乗じて得た額とする。 

(2) 諸手当等の取扱い 

  ア 現行の定年前の職員の手当額の７割を基本に手当額を設定 

    管理職手当、管理職特別勤務手当、義務教育等教員特別手当、産業教育手当等 

  イ 給料月額等（７割水準）に連動した額 

    地域手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、期末手当、勤勉手当、教職調整額等 

  ウ 現行の定年前の職員と同額 

    扶養手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、定時制教育手当等 

(3) 退職手当については、６０歳に達した日以後に、定年前の退職を選択した職員が不利にならな

いよう、当分の間、「定年」を理由とする退職と同様に退職手当を算定する。 

４ 定年前再任用短時間勤務制の導入 

６０歳以降の職員の多様なニーズに対応するため、６０歳に達した日以後定年前に退職した職員

について、本人の意向を踏まえ、短時間勤務の職で再任用することができる制度を導入する。 

【実施時期】令和５年４月１日 

職員の定年引上げに係る制度改正について（概要） 

少子高齢化が進み、生産年齢人口が減少する一方で、複雑高度化する行政課題に的確に対応す

るため、能力と意欲のある高齢期の職員を最大限活用し、次の世代にその知識、技術、経験など

を継承する必要があることから、国家公務員法等及び地方公務員法において、定年の段階的な引

上げや関連する勤務制度を内容とする改正がなされた。 

本市においても、改正法の趣旨を踏まえ、定年を段階的に引き上げ、６０歳を超える職員の知

識・経験を一層活用し、将来にわたって質の高い市民サービスの安定的な提供につなげるととも

に、組織全体としての活力の維持や高齢期における職業生活設計の支援を図るため、次の措置を

講ずるもの。

主な改正内容
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<別紙２> 特定日（※１）以後の職員の給料月額 
（義務教育諸学校教育職給料表の場合） 

例１ 非管理職の場合 

例２ 管理職が管理監督職勤務上限年齢制により降任された場合 

※１ 60 歳に達した日後の最初の 4月 1日 

※２ 「降任後の給料表の級号給の額×70％」と「降任前の給料表の級号給の額×70％」の差額

教諭    ⇒   教諭 
２級１７３号給      ２級１７３号給 

410,500 円       410,500 円×70％ 

             ＝ 287,400 円

特定日以後、職員の受ける給料月額は 

「給料表の級号給の額×70％」 

となる。 

※100 円未満は四捨五入 

給料月額

▲
特定日（※１）

７割水準

校長  ⇒  総括教諭 
５級４９号給      ３級１３７号給 

451,000 円        424,800 円×70％ 

           ＝ 297,400 円

給料月額

▲
特定日（※１）

７割水準

（ 315,700円 ）

７割水準

管理監督職勤務上限年齢調整額（※２）

315,700 円－297,400 円＝18,300 円
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＜別紙１＞段階的な引上げ期間中の定年について 
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